（様式第１号）
                                                               令和　　年　　月　　日

　

公益財団法人しまね産業振興財団

代表理事理事長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　役職名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（IT企業）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　役職名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　

「データ活用実証事業」事業申請書及び誓約書
　　標記事業について、下記のとおり関係書類を添付して申請します。併せて、応募要件を満たすことを下記のとおり誓約します。
記
１　添付書類　

（1） 事業計画書（別紙様式）　　　　　１部
（2） 提案者の概要書（会社案内等）各社1部
（3） 直近２期分の決算書　　　　　各社１部
（貸借対照表、損益計算書、販売費及び一般管理費、製造原価報告書、株主資本等変動計算書、個別注記表）

（4） 島根県税に係る納税証明書　　各社１部（原本又は写し）
２　誓約
　応募要件である以下の要件を満たすことを誓約します。また、この誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
1 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

2 島根県において県税（個人の県民税及び地方消費税を除く。）の滞納がないこと又は納税義務がないこと。

3 消費税及び地方消費税の滞納がないこと又は納税義務がないこと。

4 当該事業申請日、又は委託契約締結日の時点で破産、清算、民事再生手続き若しくは会社更生手続開始の申立てがなされている事業者でないこと。

5 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を経営に関与させている事業者でないこと。
（別紙）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎添付書類を含め、Ａ４サイズで統一してください。
「データ活用実証事業」事業計画書
１．事業の構想　　　
	１
事業申請の動機、背景
	［事業者］
［IT企業］


	２
データ利活用に関する現状の取組状況
	［事業者］

［IT企業］



	３
データ
	［事業者］
収集、利活用ができているデータ
保有しているが、利活用できていないデータ
新たに収集、利活用したいデータ



	４

データ利活用により解決したい課題、新たに創出したいサービスの構想（仮説）
	［事業者］

※データ利活用により解決したい課題、新たに創出したいサービスの構想について申請段階の構想を記載してください。
［IT企業］
※どのようにデータを活用して事業者の構想を実現するか、申請段階の想定を記載してください。


	５
効果の測定方法
	［事業者］
※どのように取組の効果を測定するか記載してください。



２．実施体制
［事業者］
	企業名
	

	所属
	氏名
	役職
	主な担当業務

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	連絡先
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	E-Mail
	


［IT企業］
	企業名
	

	所属
	氏名
	役職
	主な担当業務
	保有資格やデータ利活用に関するプロジェクトの実績等

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	連絡先
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	E-Mail
	


